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されてきた。地域コミュニティが元来もつ多世代

構造の観点からもう一度地域を眺め，行政セクシ

ョンを見直すことが重要である。 

第２に，地域資源としての建物（ハード）と地

域特性（ソフト）のマッチングおよび寄添い型コ

ーディネート体制の構築である。本研究から空

家・空店舗，個人宅も「居場所」となり得ること

が明らかになった。他方で，地域のキーパーソン

が「居場所」づくりに重要な役割を果たしていた。

市民の自発的活動の芽を摘み取ることなく，開設

前後を含め継続的に市民と職員が一緒に取り組め

る体制整備が不可欠である。 

第３に，自治体と福祉事業との連携強化である。

特に社協が実施する福祉協力員制度は，市内に約

2,400 人の福祉協力員を配置しており，地域に与

える影響も大きい。「居場所」づくりにおいても重

要な役割を果たしていた。加えて，今後福祉施設

が「居場所」として地域に開かれＳＣ醸成に寄与

することも期待される。地域自治の推進を主とす

るコミュニティ政策と，個人ニーズへの対応を専

門としてきた福祉関連事業との一層の連携が重要

である。 

第４に，コミュニティ施策に係る助成金等の利

用目的の緩和である。多世代構造の視座に立てば，

現在特定の年齢層を対象に出される助成を組み合

わせて，１つの事業に充てることなども考え得る。

また，人々が集う場所には飲食が伴った。飲物や

食べ物を囲むことが，地域のＳＣ醸成に一役買う

可能性は小さくない。 

第５に，「居場所」の一体的可視化である。「居

場所」は多種多様な形態で運営される。そのため

「居場所」創出の推進には，一定基準を満たす場

所を認定，共通の掲示用プレートを配布するなど

し，多くの人々と課題を共有するとともに，運営

者の想いを地域に波及させることが重要になる。 

本研究の主張は，共同体ニーズへの対応が地

縁・血縁をベースにした共同体への回帰を意味す

るものではない。重要なのは，地域コミュニティ

を多世代構造として捉え，地縁・血縁をベースに

した共同体を大切にしながら，個人を単位とする

（意識的な）ネットワークとでもいうような性格

のものを新たに取り入れていくことである。 

「居場所」で醸成されるＳＣの社会的・地域的

効果は，日常的な挨拶となり，暮らしのなかの小

さな喜びとなり，安心感となり，地域に目を向け

るきっかけとなる。それはやがて隣人への気遣い

となり，声を掛けあう小さな勇気として表れる。

これは自治会加入率だけで測れるものではない。

「居場所」＝（ハードとしての）場所の設置とい

う認識から一歩踏み込むことが必要である。 

地域のために動こうとする人々に，自治体職員

と施策がどこまで寄り添えるのかが問われている。 
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１ 調査研究の目的 
 

(1) 背景 

グローバル経済化の進行に伴い，サプライチェ

ーンの国際化や金融市場の統合によって，われわ

れの生活は豊かになった。しかし同時に，世界レ

ベルでの産業競争や都市間競争をももたらし，経

済格差や所得格差などの問題を巻き起こす要因と

なっている。 

宇都宮市においては，企業誘致に依存してきた

工業部門における衰退傾向が特に激しく，その将

来性について悲観的にならざるを得ない（鵜飼

2006）。今後を見据えた，持続可能な産業を維持す

るために新たな政策の視野が求められている。 

 

(2) 目的と分析視角 

1) 目的 

そこで本研究では，製造業の基盤をなす産業集

積1に着目して，持続可能な製造業の維持・強化に

求められる政策的課題を提示することを目的とす

る。特に，産業集積を競争力の源泉と位置づけ，

集積の強化による，耐久力の確保，競争力の確保

を促す産業振興を目指す。これにより本市製造業

の持続可能性の方向を導きたい。 

2) 分析視角 

持続可能な製造業を維持・強化するためには，

金融市場の急変などグローバル経済の不確実性に

対応できる産業の耐久力とともに，グローバル経

済の中で競争力が求められる。本論では，耐久力

                          
1 産業集積とは，「比較的狭い地域に相互に関連の深い多くの企

業が集積している状態」を表す(吉見 2012)。 

には多様性の観点，競争力には稼ぐ力の観点から

分析視角を整理する。 

① 耐久力 

産業構造における多様性の議論はこれまで，集

積の概念と表裏一体のものとして議論されてきた

（中村 2008）。たとえば辻田（2005）は，特定の

産業に特化した集積を形成する方が高い経済成長

を示すと指摘するが，他方で，グローバル経済に

対して地域経済の安定性を高めるためには地域経

済に多様性が求められる，と指摘する報告もある

（Malizia and Ke，1993）。 

重要なことは，集積による競争力を維持したう

えで，多様性を確保し耐久力2を高めることである。

本論ではこれを「集積の多極化」と定義する。 

② 競争力 

競争力の源泉として「稼ぐ力」の創出がうたわ

れ始めている。これは日本の「稼ぐ力」創出研究

会3で提言された考え方で，競争が激化するグロー

バル経済圏と人口減少に直面するローカル経済圏

の競争環境の異なる２つの経済圏の中で，企業が

収益を確保するための指針である。ローカル経済

圏においては，域内の需要に依存する域内市場産

業と海外を含めた域外の需要を取り込む域外市場

産業に区分することができる。 

製造業は域外市場産業に該当する産業であり，

海外市場を含めた域外市場から稼ぐ力を得る環境

整備が求められる。こうした中，海外市場で高い

シェアを有するニッチトップ型企業4や域外から

稼いだ外貨を域内へ流すコネクターハブ型企業5

                          
2 耐久力に関する議論は，国土交通省「国土のグランドデザイン

2050」や藤井（2013）などがあげられる。 
3 経済産業省「日本の『稼ぐ力』創出研究会（第1回）事務局説

明資料」，http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/sansei/ 

kaseguchikara/pdf/001_04_00.pdf，2015年２月27日取得 
4 細谷（2014）は，「特定の狭い市場（ニッチ市場）で高いシェ

アを有する中小・中堅企業」と定義している。 
5 平成26年中小企業白書は，「地域経済に資金を域外から調達し，

域内に配分している企業（地域中核企業）」と定義している。 
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が，稼ぐ力のある有望な企業であると期待されて

いる。これらの企業に対する個別支援も必要だと

指摘されている（大庫 2013）。ここで問題となる

のは，本市において該当する企業はどれほどある

のか，またそれらの企業の動向がどうなっている

のか，明らかでないという点にある。 

以上をふまえ次章以降，本市製造業の政策的課題

を検討する。なお，本年度の研究成果は，平成 27

年度より導入される「地域経済分析システム」6活

用に先駆けたもので，次年度以降詳細な検討が可能

となろう。 

 

２ 産業構造の現状 
 

(1) 産業分類別の特徴 

本市の産業の特徴は，バランスのとれた産業構

造にあるが，グローバル経済の急激な変化に対し

て地域経済がどのような反応を示しているのか，

その内実をシフト・シェア分析7により確認する。

なお，ここでは事業所の動向のみを取り扱う。 

平成８年から 24 年まで，全産業の事業所数は

                          
6 国が開発を行っている「地域経済分析システム」は，人口構成

や企業間取引などの地域経済に関わるさまざまなビッグデータ

を用いて地域の現状や実態，課題を分析するシステムである。 
7 シフト・シェア分析は，地域経済の成長を３つの要因から説明

する。国民経済に対する地域経済の割合（シェア）と，国民経済

との乖離（シフト）を見出す。さらに，乖離（シフト）部分は産

業の偏在による産業構造要因と地域特有の地域特殊要因とに分

解される。 

増減幅の大きい変化を示してきたがその変化量は，

全国成長要因と地域特殊要因によって説明される

（表１）。産業構造要因の説明量が小さいのは，本

市の産業構造のバランス性を示すものである。 

本市特有の要因と考えられる地域特殊要因の

内訳を産業大分類別に確認する（図１）。地域特殊

要因の変動に大きく寄与する産業は卸売・小売業

であり，当該産業が地域経済に大きく影響してい

ることがわかる。他方，農林漁業や製造業などは

その寄与率が小さく，より安定的であるといえる。 

シフト・シェア分析では事業所数のみを扱って

いるため，製造品出荷額等（以下「出荷額」とい

う）や労働生産性の議論が不十分となるが，それ

でも域外市場産業として位置づけられる製造業の

寄与率が小さいことは，本市製造業にとって競争

力の源泉となる集積構造が弱いことを示す憂慮す

べき状況と捉えられる。 

では，本市内の製造業の集積構造はどのような

状態なのか，図２に示す工場集積地域8の分布から

整理する。 

工場集積地域は市域のおよそ８分の１の範囲

に集中している。ただし，工場集積地域はいくつ

かの大まかな塊に分断されており，その多くは既

存の工業団地および幹線道路沿いにある。企業が

                          
8 本市家屋台帳の工場用途の建物の密集度からその範囲を算出

した。 

表１ 事業所数変化の要因分解 

 

事業所・企業統計，経済センサスから作成

 
図１ 産業大分類別地域特殊要因への寄与率 

事業所・企業統計，経済センサスから作成

全国成⻑要因 産業構造要因 地域特殊要因
H8-11 -7.9% -4.9% 0.4% -3.4%
H11-13 -0.3% -1.1% 0.3% 0.5%
H13-16 -10.4% -6.7% 0.2% -3.9%
H16-18 2.9% -0.1% 0.1% 2.9%
H18-21 7.7% 2.8% -0.1% 5.0%
H21-24 -5.8% -7.4% 0.1% 1.5%

事業所数の変化期間
事業所数
の

成⻑率
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生産・取引を問題なく行い続けるためには，今後

も道路網が重要な役割を果たすとみられる。 

他方，図３には１kmメッシュ単位の労働力人口

将来推計増減量9を示した。労働力人口の増減はメ

ッシュごとにかなりのバラつきがみられる。今後

20 年で労働力人口の増加が見込めるメッシュは，

本市北西部の新里ニュータウンや鬼怒川左岸のテ

クノパーク周辺など限られた地域に集中している。 

これらの状況から，製造業に限っていえば，居

住地と就業地の距離が長距離化する傾向は今後も

避けられないと推察される。そのため，本市のＮ

ＣＣ施策のような交通体系まで踏み込んだ都市計

画が引き続き重要となる。 

 

(2) 誘致製造企業10と地元製造企業の特徴 

本市の製造業については，「東京 100 キロ圏で

地価が相対的に安いということが，逆にこの地域

の産業集積の形成過程を規定し，地元中小企業の

成長速度以上に量的集積が進行し，工業集積の割

りには地元中小企業が育っていない」と，地元企

業の弱さが指摘されている（鵜飼1990，92）。 

そこで，誘致企業と地元企業の比較の観点から，

その推移を確認する。まず，製造企業と従業者数

の変化を図４に示す。平成10～24年の15年間に，

企業は328社，従業者数は１万240人減少した。

中でも地元企業の数は平成 10 年の６割まで落ち

込んでおり，大きく衰退している。 

次に，出荷額と労働生産性に着目すると，誘致

企業と地元企業とでは大きな差が存在する（図５）。

出荷額は，誘致企業，地元企業ともに平成10年以

降ほぼ横ばいで推移しており，平成24年には誘致

企業で１兆1,928億円，地元企業3,043億円であ

った。また，労働生産性でみても差は大きい。平

                          
9 平成17～42年までの15～64歳の労働力人口変化量をメッシュ

ごとに求めた。 
10 本節の誘致製造企業は本市工業統計調査に基づいている。 

図２ 市内の工業地域の分布 

本市家屋台帳から作成

 
図３ 労働力人口の変化 

本市平成23年度市域における人口推計調査から作成

58



●市政研究センター研究報告 

2 

 

が，稼ぐ力のある有望な企業であると期待されて

いる。これらの企業に対する個別支援も必要だと

指摘されている（大庫 2013）。ここで問題となる

のは，本市において該当する企業はどれほどある

のか，またそれらの企業の動向がどうなっている

のか，明らかでないという点にある。 

以上をふまえ次章以降，本市製造業の政策的課題

を検討する。なお，本年度の研究成果は，平成 27

年度より導入される「地域経済分析システム」6活

用に先駆けたもので，次年度以降詳細な検討が可能

となろう。 

 

２ 産業構造の現状 
 

(1) 産業分類別の特徴 

本市の産業の特徴は，バランスのとれた産業構

造にあるが，グローバル経済の急激な変化に対し

て地域経済がどのような反応を示しているのか，

その内実をシフト・シェア分析7により確認する。

なお，ここでは事業所の動向のみを取り扱う。 

平成８年から 24 年まで，全産業の事業所数は

                          
6 国が開発を行っている「地域経済分析システム」は，人口構成

や企業間取引などの地域経済に関わるさまざまなビッグデータ

を用いて地域の現状や実態，課題を分析するシステムである。 
7 シフト・シェア分析は，地域経済の成長を３つの要因から説明

する。国民経済に対する地域経済の割合（シェア）と，国民経済

との乖離（シフト）を見出す。さらに，乖離（シフト）部分は産

業の偏在による産業構造要因と地域特有の地域特殊要因とに分

解される。 

増減幅の大きい変化を示してきたがその変化量は，

全国成長要因と地域特殊要因によって説明される

（表１）。産業構造要因の説明量が小さいのは，本

市の産業構造のバランス性を示すものである。 

本市特有の要因と考えられる地域特殊要因の

内訳を産業大分類別に確認する（図１）。地域特殊

要因の変動に大きく寄与する産業は卸売・小売業

であり，当該産業が地域経済に大きく影響してい

ることがわかる。他方，農林漁業や製造業などは

その寄与率が小さく，より安定的であるといえる。 

シフト・シェア分析では事業所数のみを扱って

いるため，製造品出荷額等（以下「出荷額」とい

う）や労働生産性の議論が不十分となるが，それ

でも域外市場産業として位置づけられる製造業の

寄与率が小さいことは，本市製造業にとって競争

力の源泉となる集積構造が弱いことを示す憂慮す

べき状況と捉えられる。 

では，本市内の製造業の集積構造はどのような

状態なのか，図２に示す工場集積地域8の分布から

整理する。 

工場集積地域は市域のおよそ８分の１の範囲

に集中している。ただし，工場集積地域はいくつ

かの大まかな塊に分断されており，その多くは既

存の工業団地および幹線道路沿いにある。企業が

                          
8 本市家屋台帳の工場用途の建物の密集度からその範囲を算出

した。 

表１ 事業所数変化の要因分解 

 

事業所・企業統計，経済センサスから作成

 
図１ 産業大分類別地域特殊要因への寄与率 

事業所・企業統計，経済センサスから作成

全国成⻑要因 産業構造要因 地域特殊要因
H8-11 -7.9% -4.9% 0.4% -3.4%
H11-13 -0.3% -1.1% 0.3% 0.5%
H13-16 -10.4% -6.7% 0.2% -3.9%
H16-18 2.9% -0.1% 0.1% 2.9%
H18-21 7.7% 2.8% -0.1% 5.0%
H21-24 -5.8% -7.4% 0.1% 1.5%

事業所数の変化期間
事業所数
の

成⻑率
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生産・取引を問題なく行い続けるためには，今後

も道路網が重要な役割を果たすとみられる。 

他方，図３には１kmメッシュ単位の労働力人口

将来推計増減量9を示した。労働力人口の増減はメ

ッシュごとにかなりのバラつきがみられる。今後

20 年で労働力人口の増加が見込めるメッシュは，

本市北西部の新里ニュータウンや鬼怒川左岸のテ

クノパーク周辺など限られた地域に集中している。 

これらの状況から，製造業に限っていえば，居

住地と就業地の距離が長距離化する傾向は今後も

避けられないと推察される。そのため，本市のＮ

ＣＣ施策のような交通体系まで踏み込んだ都市計

画が引き続き重要となる。 

 

(2) 誘致製造企業10と地元製造企業の特徴 

本市の製造業については，「東京 100 キロ圏で

地価が相対的に安いということが，逆にこの地域

の産業集積の形成過程を規定し，地元中小企業の

成長速度以上に量的集積が進行し，工業集積の割

りには地元中小企業が育っていない」と，地元企

業の弱さが指摘されている（鵜飼1990，92）。 

そこで，誘致企業と地元企業の比較の観点から，

その推移を確認する。まず，製造企業と従業者数

の変化を図４に示す。平成10～24年の15年間に，

企業は328社，従業者数は１万240人減少した。

中でも地元企業の数は平成 10 年の６割まで落ち

込んでおり，大きく衰退している。 

次に，出荷額と労働生産性に着目すると，誘致

企業と地元企業とでは大きな差が存在する（図５）。

出荷額は，誘致企業，地元企業ともに平成10年以

降ほぼ横ばいで推移しており，平成24年には誘致

企業で１兆1,928億円，地元企業3,043億円であ

った。また，労働生産性でみても差は大きい。平

                          
9 平成17～42年までの15～64歳の労働力人口変化量をメッシュ

ごとに求めた。 
10 本節の誘致製造企業は本市工業統計調査に基づいている。 

図２ 市内の工業地域の分布 

本市家屋台帳から作成

 
図３ 労働力人口の変化 

本市平成23年度市域における人口推計調査から作成
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成10年に誘致企業で2,186万円／人，地元企業で

816万円／人であったものが，平成24 年には誘致

企業で2,288万円／人，地元企業で679万円／人

となった。15年の間に誘致企業では労働生産性を

わずかながらでも向上できた一方で，地元企業の

それは低下している。また，近年の労働生産性回

復傾向は誘致企業のみに顕著にみられる。その結

果，平成10年には2.7倍であった誘致企業と地元

企業の労働生産性の差は，平成24年には3.4倍の

差まで開いた。労働生産性が高いほど，より高付

加価値の製品を生産していると読み取れることか

ら，本市における製造業の競争力の源泉は誘致企

業に集中していることがわかる。 

出荷額の推移とあわせて考えると，誘致企業で

は出荷額の減少にもかかわらず労働生産性を向上

させ，収益を確保している。反対に，市内の地元

企業では労働生産性の向上ができておらず，出荷

額とともに収益も減少している。 

以上をまとめると，本市の製造業は誘致企業に

せよ地元企業にせよ，淘汰が進む厳しい状態が続

いている。こうした中，誘致企業の方が労働生産

性を向上させ，収益確保に結びついている。一方，

地元企業では労働生産性の向上には結びついてい

ないため，今後の課題として，地元企業の効果的

な設備投資を支援し，労働生産性の向上と競争力

の獲得を促す必要があろう。 

 

３ 集積の多極化とその受け皿の整備 
 

(1) 集積の概念と市の政策 

集積は，多数の企業が集中して立地することに

より，企業間分業が進み生産性が上がったり，必

要な熟練労働力を容易に確保できたり，最新情報

の共有など知識のスピルオーバー11が起こりやす

くなるなどの効果をもたらす。 

本市では製造業の集積を図るため，工業団地を

整備し，「企業立地・拡大再投資補助金」を用意す

ることで市内外の製造企業が集中立地しやすいよ

うに対策を取ってきた。過去８年の実績をみると，

新規立地への補助金12件，企業拡大再投資への補

助金24件となっている。市外企業の新規立地より

も市内企業の再投資の方が活発であるが，それも

近年は停滞気味である。要因としては，工業団地

の分譲地が少なく，企業の投資に対して選択肢を

提供できていない点があげられる。 

                          
11 漏出効果，拡散効果とも呼ばれる。新しい情報や技術が集積

内で広まり，新たなイノベーションをもたらす。 

 
図４ 製造企業・従業者数の推移 

注：従業者数４人以上の事業所のデータを使用した。 

  地元企業の数値は，全体から誘致企業のそれを引い

て求めた。 

  平成18年以前は旧上河内町，旧河内町を含む。 

  平成23年は，平成24年経済センサスに組み込まれ，

調査のタイミングがずれているため，欠損値とした。

  本市工業統計調査から作成

 
図５ 製造企業の労働生産性（一人あたり付加価値額）

の推移 

注：図４と同じ。 

本市工業統計調査から作成
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とはいえ，本市は集積のメリットを活かした競

争力の確保を目的として，次世代モビリティ関連

産業12や環境・エネルギー，医療・健康福祉とい

った重点分野を中心とした産業振興を図ってきた。

さらに栃木県が注力する重点６分野13に関しても

公益財団法人栃木県産業振興センターを介して，

産学連携支援を行っている。平成25年度は本市内

企業の産学連携事業４件が採択された。これらは

まさに集積による競争力の強化を目的とした施策

といえる。ただし，これらの産業分野は全国的に

成長が期待されるもので，本市の産業構造との関

連は限定的である。 

 

(2) 産業の特化と経済成長 

産業集積の有無を確認する手法として特化係

数14が広く用いられている。平成22年の本市産業

集積促進調査においても，産業集積の確認に特化

係数が用いられている。それによると，本市で集

積が確認される製造業中分類の業種15は，飲料・

たばこ・飼料製造業，精密機械器具製造業，プラ

スチック製品製造業，情報通信機械器具製造業，

                          
12 航空宇宙，自動車，ロボット，情報通信が対象分野である。 
13 「とちぎ新事業創出事業環境整備構想」の中で，情報通信，

環境，航空宇宙，医療福祉，バイオテクノロジー，住宅を重点６

分野としている。 
14 特化係数とは，地域のある産業の規模（地域内の全産業に占

めるある産業の割合）と全国の同産業における規模（全国の全産

業に占める全国の同産業の割合）の比を求めた数値である。１を

上回れば，全国よりも特化していると解釈できる。 
15 従業者数の特化係数が１を上回る業種としている。 

一般機械器具製造業の５つであった。このうち特

化係数が２を上回る業種は精密機械器具製造業の

み（特化係数3.79）である。 

特化係数を用いて，さらに細かく製造業の競争

力について検討してみる。平成24年経済センサス

から製造業小分類171業種の事業所数の特化係数

を求め，特化係数が４以上の産業の数を特化産業

数とした。ここで，平成24年工業統計調査を基に

全国の出荷額上位100市区町村を抽出し，当該市

区町村の特化産業数と経済指標16の相関係数を算

出した（表２）。 

まず全体の傾向を確認する。特化産業数と経済

指標との関連性はすべての項目で正の相関が確認

された。この10年間で事業所や従業員数は減少傾

向にあることから，この正の相関は特化産業数が

多いほど事業所や従業員数の減少幅が小さいこと

を意味する。つまり強く特化する産業数の多さが

不景気に対する耐久力の源泉となり得る。 

上位 100 市区町村は平均で 7.82 の特化産業を

有しているが，本市では３つ17しか該当しない。

このため，本市の製造業は他都市に比べ経済低迷

期に弱い構造である。事実，本市の出荷額の変化

率は他市に比べ極めて小さい。 

グローバル経済の動向がますます見通せない

中，本市は特化産業の数を増やす，すなわち産業

集積の多極化を図り，競争力の維持とともに耐久

力を高めていくことが課題である。 

 

(3) 集積の空間性 

競争力の維持と耐久力の向上が早急に求めら

れる中，本市単独で新たな産業集積を構築するこ

とは困難である。そこで，県内外の他市町との連

                          
16 平成14，24年の工業統計調査から事業所数，従業者数，出荷

額の変化を経済指標として整理した。 
17 たばこ製造業，農業用機械製造業，航空機・同附属品製造業

である。なお，たばこ製造業は全国でも 12 事業所しかなく，本

市でも１事業所のみである。 

 

表２ 特化産業数と経済指標との関係性 

注：＊ 相関係数は1％水準で有意。 

  ・ 相関係数は5％水準で有意。 

平成24年経済センサス，

平成14，24年工業統計調査から作成

本市

上位100市区
町村 平均値
特化産業数
との相関係数

0.35 * 0.30 。 0.21 * 0.17 0.31 * 0.42 *

特化産業
数

事業所数
の変化

従業者数
の変化

出荷額
の変化

事業所数
変化率

従業者数
変化率

出荷額
変化率

3 -141 -2,078 2.41*106 -20% -6% 2%

-

-1% 26%7.82 -230 -2,017 2.28*107 -21%
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わずかながらでも向上できた一方で，地元企業の

それは低下している。また，近年の労働生産性回
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果，平成10年には2.7倍であった誘致企業と地元

企業の労働生産性の差は，平成24年には3.4倍の
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加価値の製品を生産していると読み取れることか

ら，本市における製造業の競争力の源泉は誘致企

業に集中していることがわかる。 

出荷額の推移とあわせて考えると，誘致企業で

は出荷額の減少にもかかわらず労働生産性を向上

させ，収益を確保している。反対に，市内の地元

企業では労働生産性の向上ができておらず，出荷

額とともに収益も減少している。 

以上をまとめると，本市の製造業は誘致企業に

せよ地元企業にせよ，淘汰が進む厳しい状態が続

いている。こうした中，誘致企業の方が労働生産

性を向上させ，収益確保に結びついている。一方，

地元企業では労働生産性の向上には結びついてい

ないため，今後の課題として，地元企業の効果的

な設備投資を支援し，労働生産性の向上と競争力

の獲得を促す必要があろう。 

 

３ 集積の多極化とその受け皿の整備 
 

(1) 集積の概念と市の政策 

集積は，多数の企業が集中して立地することに

より，企業間分業が進み生産性が上がったり，必

要な熟練労働力を容易に確保できたり，最新情報

の共有など知識のスピルオーバー11が起こりやす

くなるなどの効果をもたらす。 

本市では製造業の集積を図るため，工業団地を

整備し，「企業立地・拡大再投資補助金」を用意す

ることで市内外の製造企業が集中立地しやすいよ

うに対策を取ってきた。過去８年の実績をみると，

新規立地への補助金12件，企業拡大再投資への補

助金24件となっている。市外企業の新規立地より

も市内企業の再投資の方が活発であるが，それも

近年は停滞気味である。要因としては，工業団地

の分譲地が少なく，企業の投資に対して選択肢を

提供できていない点があげられる。 

                          
11 漏出効果，拡散効果とも呼ばれる。新しい情報や技術が集積

内で広まり，新たなイノベーションをもたらす。 

 
図４ 製造企業・従業者数の推移 

注：従業者数４人以上の事業所のデータを使用した。 

  地元企業の数値は，全体から誘致企業のそれを引い

て求めた。 

  平成18年以前は旧上河内町，旧河内町を含む。 

  平成23年は，平成24年経済センサスに組み込まれ，

調査のタイミングがずれているため，欠損値とした。

  本市工業統計調査から作成

 
図５ 製造企業の労働生産性（一人あたり付加価値額）

の推移 

注：図４と同じ。 

本市工業統計調査から作成
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とはいえ，本市は集積のメリットを活かした競

争力の確保を目的として，次世代モビリティ関連

産業12や環境・エネルギー，医療・健康福祉とい

った重点分野を中心とした産業振興を図ってきた。

さらに栃木県が注力する重点６分野13に関しても

公益財団法人栃木県産業振興センターを介して，

産学連携支援を行っている。平成25年度は本市内

企業の産学連携事業４件が採択された。これらは

まさに集積による競争力の強化を目的とした施策

といえる。ただし，これらの産業分野は全国的に

成長が期待されるもので，本市の産業構造との関

連は限定的である。 

 

(2) 産業の特化と経済成長 

産業集積の有無を確認する手法として特化係

数14が広く用いられている。平成22年の本市産業

集積促進調査においても，産業集積の確認に特化

係数が用いられている。それによると，本市で集

積が確認される製造業中分類の業種15は，飲料・

たばこ・飼料製造業，精密機械器具製造業，プラ

スチック製品製造業，情報通信機械器具製造業，

                          
12 航空宇宙，自動車，ロボット，情報通信が対象分野である。 
13 「とちぎ新事業創出事業環境整備構想」の中で，情報通信，

環境，航空宇宙，医療福祉，バイオテクノロジー，住宅を重点６

分野としている。 
14 特化係数とは，地域のある産業の規模（地域内の全産業に占

めるある産業の割合）と全国の同産業における規模（全国の全産

業に占める全国の同産業の割合）の比を求めた数値である。１を

上回れば，全国よりも特化していると解釈できる。 
15 従業者数の特化係数が１を上回る業種としている。 

一般機械器具製造業の５つであった。このうち特

化係数が２を上回る業種は精密機械器具製造業の

み（特化係数3.79）である。 

特化係数を用いて，さらに細かく製造業の競争

力について検討してみる。平成24年経済センサス

から製造業小分類171業種の事業所数の特化係数

を求め，特化係数が４以上の産業の数を特化産業

数とした。ここで，平成24年工業統計調査を基に

全国の出荷額上位100市区町村を抽出し，当該市

区町村の特化産業数と経済指標16の相関係数を算

出した（表２）。 

まず全体の傾向を確認する。特化産業数と経済

指標との関連性はすべての項目で正の相関が確認

された。この10年間で事業所や従業員数は減少傾

向にあることから，この正の相関は特化産業数が

多いほど事業所や従業員数の減少幅が小さいこと

を意味する。つまり強く特化する産業数の多さが

不景気に対する耐久力の源泉となり得る。 

上位 100 市区町村は平均で 7.82 の特化産業を

有しているが，本市では３つ17しか該当しない。

このため，本市の製造業は他都市に比べ経済低迷

期に弱い構造である。事実，本市の出荷額の変化

率は他市に比べ極めて小さい。 

グローバル経済の動向がますます見通せない

中，本市は特化産業の数を増やす，すなわち産業

集積の多極化を図り，競争力の維持とともに耐久

力を高めていくことが課題である。 

 

(3) 集積の空間性 

競争力の維持と耐久力の向上が早急に求めら

れる中，本市単独で新たな産業集積を構築するこ

とは困難である。そこで，県内外の他市町との連

                          
16 平成14，24年の工業統計調査から事業所数，従業者数，出荷

額の変化を経済指標として整理した。 
17 たばこ製造業，農業用機械製造業，航空機・同附属品製造業

である。なお，たばこ製造業は全国でも 12 事業所しかなく，本

市でも１事業所のみである。 

 

表２ 特化産業数と経済指標との関係性 

注：＊ 相関係数は1％水準で有意。 

  ・ 相関係数は5％水準で有意。 

平成24年経済センサス，

平成14，24年工業統計調査から作成

本市

上位100市区
町村 平均値
特化産業数
との相関係数

0.35 * 0.30 。 0.21 * 0.17 0.31 * 0.42 *

特化産業
数

事業所数
の変化

従業者数
の変化

出荷額
の変化

事業所数
変化率

従業者数
変化率

出荷額
変化率

3 -141 -2,078 2.41*106 -20% -6% 2%

-

-1% 26%7.82 -230 -2,017 2.28*107 -21%
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携による広域的産業集積の視点を取り入れること

を提案したい。その際，近隣市町と有機的に結び

つくことで早急な集積形成が期待できる産業を特

定するため，集積の空間的範囲18をＧＩＳ分析か

らみた。 

その結果，集積の範囲内に本市を含む産業は，

輸送用機械器具製造業の管理・補助的経済活動を

行う事業所および航空機・同附属品製造業であり，

本市には航空機産業のみが集積している。なお，

当該産業は高い技術を有するが，厳しい品質基準

と長期的な取引関係が維持されており，新規参入

が容易ではない閉鎖的な産業である。 

他方で，本市を除く近隣市町に広域的集積のみ

られる産業に，「加工紙製造業」や「プラスチック

成形材料製造業」，「ゴムベルト・ゴムホース・工

業用ゴム製造業」，「非鉄金属第２次製錬・精製業」，

「医療用機械器具・医療用品製造業」，「光学機械

器具・レンズ製造業」，「自動車・同附属品製造業」

がある。これらの産業は広域的集積が形成されて

いるため，新規取引や技能労働者の獲得が比較的

容易であり，集積の多極化の一助となろう。 

 

(4) 本市における集積の多極化の方向性 

本章では，特化の強い産業数と経済成長に関連

性があることを示し，集積の多極化の必要性を明

らかにした。そのうえで，いくつかの産業が広域

産業集積の観点から本市の集積形成に寄与できる

ことを明らかにした。 

以上の結果から，本市において今後集積のメリ

ットを活かした産業振興政策を打ち出す際には，

既存の振興産業に加えて，新たな視点からの優遇

                          
18 集積の空間的範囲は特化係数のみを用いた分析では不十分で

あることが指摘されてきた（たとえば，柳沼ほか2013）。そこで，

空間的自己相関を考慮した分析手法である，ローカル・モランＩ

統計量の算出から，集積の有無を確認する。集積の有無は統計学

的に 95％水準で有意である。なお，有意性の確認にはＦＤＲ補

正を用いることで多重検定の問題を回避した。 

対象産業を選定し，多極的な産業集積の形成を促

していくことが必要となる。本市が現在取り組ん

でいる産業振興は競争力強化に結びつき，経済成

長期には大きな牽引力を持つといえるが，経済低

迷期には産業集積の多極化を進めないと，耐久力

を発揮することも期待できない。 

広域的集積のみられる上述の産業は本市が注

力する重点分野と関連づけることもできる。たと

えば，医療関連産業は県北部および東部にすでに

集積がみられ，個別具体的な他市町との連携によ

る産業集積の構築を本市の振興施策としてめざす

べきである。また，プラスチック成形材料製造業

や非鉄金属第２次製錬・精製業は，再生プラスチ

ックや再生アルミなどがその対象であり，まさに

環境分野との接点が得られる。 

本市経済の将来を長期展望した場合，将来的に

市場規模の拡大が見込まれる産業に関連づけて広

く集積の多極化を図ることで，本市製造業の弱み

を克服することができる。 

また，集積のメリットを享受していくためには，

新規参入企業の存在が欠かせない。事業所数の減少

の一途を辿る本市の製造業においては，第二創業や

新規創業，新規進出の受け皿が必要である。市内に

位置するインキュベーションセンターの機能強化や

ベンチャーキャピタルのマッチングなど，ハード・

ソフト両面から受け皿を整備することが求められる。 

 

４ 「稼ぐ力」の確保と 
コーディネーターの強化 

 

(1) 「稼ぐ力」と市の取組 

「稼ぐ力」の指標化はいまだ確立化されていな

いが，ここでは取引と技術に関する複数の資料か

ら北関東３県の比較による栃木県の「稼ぐ力」を

確認する（表３）。 

まず，栃木県はすべての項目で全国平均に達し

ていない。また，コネクターハブ型企業，特許登

産業集積の観点からみた宇都宮市製造業の将来的課題に関する調査研究 
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録件数，ものづくり補助金の件数において栃木県

は群馬県，茨城県のそれを下回っている。特に特

許件数については大きく水をあけられた状態にあ

る。唯一，ニッチトップ型企業数において茨城県

を上回っているが，本市の企業に限ると２社しか

該当しない19。このことだけでも，本市の製造業

の「稼ぐ力」が弱いことがわかる。 

ただし，本市の施策において中小の製造企業に

対する支援が不十分なわけではない。市内の中小

製造企業の生産性向上をめざした「中小企業高度

化設備設置補助金」や企業の開発活動を支援する

「特許権等取得促進事業費補助金」，「販路開拓支

援事業補助金」をすでに用意しており，充実した

支援といってよい。平成25年度の利用実績もそれ

ぞれ36件，14件21，２件と数多くの実績があり，

今後も継続すべき支援である。 

 

(2) 本市のコネクターハブ型企業の特徴 

本節では，本市産業政策課が事務局の次世代モ

ビリティ産業集積推進会議が実施した平成 23 年

                          
19 細谷（2014）は中小企業庁の「元気なモノ作り中小企業 300

社」の情報を中心に利用した。栃木県内の 19 社はすべてこれに

該当し，本市の該当企業を割り出せた。 
20 中小企業団体中央会「平成25年度補正中小企業・小規模事業

者ものづくり・商業・サービス革新事業採択案件一覧」，

http://www.chuokai.or.jp/josei/25mh/h25mono1-1_saitaku.pd

f，2015年２月27日取得，http://www.chuokai.or.jp/josei/ 

25mh/h25mono1-2_saitaku.pdf，2015年２月27日取得，http:// 

www.chuokai.or.jp/josei/25mh/h25mono2_saitaku.pdf，2015年

２月 27 日取得。なお，件数には商業およびサービス事業の採択

案件も含む。 
21 製造業に限ると４件となる。 

度宇都宮市製造業実態調査の結果を用いて本市製

造業におけるコネクターハブ型企業を抽出すると

ともに，コネクターハブ型企業の特徴を明らかに

し，支援策の方向性を探る。ここでは取引構造の

空間的広がりの観点から，栃木県域を域内と見立

て，域内外の受発注の取引数22を比較する。 

受発注の過半数を域内，域外で占める企業群を

それぞれ域内市場型，域外市場型と類型化したほ

か，域外から受注し域内へ発注する企業群をコネ

クターハブ型，反対に域内から受注し域外へ発注

する企業群を域外流出型とした（図６）。 

類型別の特徴を簡単に整理したのが表４であ

る。市内には域内市場型の製造企業が73社と最も

多く存在しているが，ほぼすべての項目において

低い値となっている。他方，コネクターハブ型企

業は全体の 22％に相当する 35 社が該当する。コ

ネクターハブ型や域外市場型の企業は受発注の取

引数が多く，また大学や他企業とのネットワーク

を有する割合が相対的に高い。特にコネクターハ

ブ型は栃木県のフロンティア企業23の認定割合が

                          
22 中小企業白書のように受発注の金額を用いた類型化の方がよ

り実態に即するが，受発注の金額について情報が得られないため，

受発注の数を用いて代替する。 
23 フロンティア企業は，県が平成15年度からとちぎのものづく

りを代表する企業として認証したものである。平成 26 年度時点

 

表３ 北関東３県における稼ぐ力の関連指標 

 
平成26年中小企業白書，同年特許行政年次報告書，

細谷（2014），中小企業団体中央会Webサイト20から作成

図６ 本市製造企業の取引構造（N=161） 

注： 図中の円の大きさは総受発注数を示す。 

平成23年度宇都宮市製造業実態調査から作成 

コネクター
ハブ型企業

ニッチトップ
型企業

特許登録
件数(H25年)

補助⾦採択件
数(H25年度)

栃木県 28 19 365 286
群馬県 63 27 1,015 400
茨城県 31 16 1,721 381
全国平均 77 43 4,768 307
全国 計 3,621 2,000 224,102 14,428
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22 中小企業白書のように受発注の金額を用いた類型化の方がよ

り実態に即するが，受発注の金額について情報が得られないため，

受発注の数を用いて代替する。 
23 フロンティア企業は，県が平成15年度からとちぎのものづく

りを代表する企業として認証したものである。平成 26 年度時点

 

表３ 北関東３県における稼ぐ力の関連指標 

 
平成26年中小企業白書，同年特許行政年次報告書，

細谷（2014），中小企業団体中央会Webサイト20から作成

図６ 本市製造企業の取引構造（N=161） 

注： 図中の円の大きさは総受発注数を示す。 

平成23年度宇都宮市製造業実態調査から作成 

コネクター
ハブ型企業

ニッチトップ
型企業

特許登録
件数(H25年)

補助⾦採択件
数(H25年度)

栃木県 28 19 365 286
群馬県 63 27 1,015 400
茨城県 31 16 1,721 381
全国平均 77 43 4,768 307
全国 計 3,621 2,000 224,102 14,428
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り出すため，平成20年に研究開発棟を建て，新会

社も立ち上げた。本市の補助金を活用しながら市

場調査を行い，デザイナーと契約して一般消費者

向けの新製品を開発するに至っている。販路開拓

が今後の課題となるが，製品はすでに県の優良デ

ザイン商品（Ｔマーク）の認定を受けている。 

これまでＢ社は一代目経営者の手腕によって

事業の拡大，改善が進んできた。経営者自らが広

くアンテナを張ることで，他社との人脈を構築し，

新規事業の展開につなげてきた。それが今「もの

づくりネットワーク」として現出している。横請

と呼ばれる水平的なネットワーク28の構築は，共

同受注体の形成とそれによる技術向上および業務

の平準化が期待される。加えて，ネットワーク参

加企業がコネクターハブ型企業へと成長すること

も期待される。 

新事業にチャレンジする意欲ある企業を支援

し，コネクターハブ型企業へと育成していくこと

が，本市施策に重要だと考えられる。 

 

(4) 本市における域外市場への対応 

以上，本市製造業におけるコネクターハブ型企

業について整理した。域内の企業に大きな影響を

与え得るコネクターハブ型企業は，本市ではその

数が限られていることが明らかとなった。その背

景には，本市企業の技術力と競争力が十分でない

ことがある。 

数少ないコネクターハブ型企業は，企業の成長

過程において技術力を高め，それが取引の拡大に

結びついている。また，コネクターハブ型企業へ

と成長する見込みのある優れた企業も市内に立地

している。 

これらのことから，地元中小製造企業がコネク

ターハブ型企業へ成長するための支援が本市の競

                          
28 元請下請構造を垂直的ネットワークと呼び，その対義語にあ

たる。 

争力確保のために重要となる。そのためには，市

や県，国の様々な補助金を利用しやすくし，企業

の技術力向上を支援することが施策として効果的

である。 

ものづくりのための補助金は国だけでなく栃

木県も力を入れて取り組んでいる。本市が独自に

補助金を用意し支援する前に，まず本市内の企業

がこれらの補助金にチャレンジできるよう個々の

企業に対する支援を行っていくことが肝要である。

たとえば，企業がものづくり補助金を活用して開

発を進める際に，企業と同じ視点に立って開発の

方針や製品化の可能性，事業継続性などの相談に

乗ることのできるコーディネーターの存在は成長

の意欲ある企業にとって大きな支えとなる。 

コーディネーターの機能強化は，企業の種々の

情報や要望を整理し，活発な企業活動を促す情報

提供といった行政の支援に加えて，企業と行政と

の距離を縮める効果や企業と企業，企業と大学と

の橋渡しの効果も期待できる。本市も参画する公

益財団法人栃木県産業振興センターはすでにコー

ディネーターを配置し，県域レベルでの企業支援

を行っている。そのうえで，本市が独自にコーデ

ィネーターを配置することは，企業に対しきめ細

やかに対応するためにも，また産業界と本市の結

びつきを強固にするためにも重要である。 

 
５ 本市の対策と今後の展望 
 

(1) 本研究の成果 

本市の産業構造の特徴は，バランスのとれた産

業構造である。しかし，製造業に限っていえば，

将来にわたって成長していくために以下の２点の

視点が求められる。 

第１に，本市に集積構造が強く認められない産

業についても耐久力の確保の観点から広く振興し，

産業集積の多極化を進める必要がある。それによ

って世界的景気変動や為替市場の混乱などのグロ
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以上，本市製造業におけるコネクターハブ型企

業について整理した。域内の企業に大きな影響を

与え得るコネクターハブ型企業は，本市ではその

数が限られていることが明らかとなった。その背

景には，本市企業の技術力と競争力が十分でない

ことがある。 

数少ないコネクターハブ型企業は，企業の成長

過程において技術力を高め，それが取引の拡大に

結びついている。また，コネクターハブ型企業へ

と成長する見込みのある優れた企業も市内に立地

している。 
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ターハブ型企業へ成長するための支援が本市の競

                          
28 元請下請構造を垂直的ネットワークと呼び，その対義語にあ

たる。 

争力確保のために重要となる。そのためには，市

や県，国の様々な補助金を利用しやすくし，企業

の技術力向上を支援することが施策として効果的

である。 

ものづくりのための補助金は国だけでなく栃

木県も力を入れて取り組んでいる。本市が独自に

補助金を用意し支援する前に，まず本市内の企業

がこれらの補助金にチャレンジできるよう個々の

企業に対する支援を行っていくことが肝要である。

たとえば，企業がものづくり補助金を活用して開

発を進める際に，企業と同じ視点に立って開発の

方針や製品化の可能性，事業継続性などの相談に

乗ることのできるコーディネーターの存在は成長

の意欲ある企業にとって大きな支えとなる。 

コーディネーターの機能強化は，企業の種々の

情報や要望を整理し，活発な企業活動を促す情報

提供といった行政の支援に加えて，企業と行政と

の距離を縮める効果や企業と企業，企業と大学と

の橋渡しの効果も期待できる。本市も参画する公

益財団法人栃木県産業振興センターはすでにコー

ディネーターを配置し，県域レベルでの企業支援

を行っている。そのうえで，本市が独自にコーデ

ィネーターを配置することは，企業に対しきめ細

やかに対応するためにも，また産業界と本市の結

びつきを強固にするためにも重要である。 

 
５ 本市の対策と今後の展望 
 

(1) 本研究の成果 

本市の産業構造の特徴は，バランスのとれた産

業構造である。しかし，製造業に限っていえば，

将来にわたって成長していくために以下の２点の

視点が求められる。 

第１に，本市に集積構造が強く認められない産
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ーバル経済の悪影響を最小限に押しとどめる耐久

力を確保できる。 

第２に，産業集積における競争力の強化のため

にコネクターハブ型企業を介した成長軌道へ促す

べく個々の企業への支援を強化することである。

結果として，域内の企業と結びつきの強いコネク

ターハブ型企業からの取引によってその協力企業

も成長を促すことができる。 

図７・図８に本市製造業の産業構造を整理した。

現在の航空機産業に限られる産業集積は，垂直的

でかつ閉鎖的である。進出・創業の受け皿の整備

による集積の多極化を図り，コーディネーターの

支援によるコネクターハブ型企業，ニッチトップ

型企業の育成を図ることが，本市の製造業の生き

残る道である。 

 

(2) 具体的取組に向けて 

前述の２つの要素を具体的な取組として実行

していくための視点を最後に整理したい。 

新産業の企業進出，第二創業，新規創業，すべ

てにおいてその受け皿となるインフラは最低限必

要である。ものづくりインキュベーションの施設

は，ベンチャーにとって大変有効な支援となる。

また，民間の貸工場や工場跡地に関する情報など，

企業の選択肢を広げる情報提供も効果があろう。 

本市での操業が最適な戦略だと企業に評価し

てもらうためには，彼らの技術や経営を理解しア

ドバイスのできる専門コーディネーターが必要で

ある。幅広く情報を収集し，かつ企業のコア技術

を評価できる専門コーディネーターが長期にわた

り活動できる体制を整える必要があろう。 

 

本調査では，市内の経済関連の行政部局や各企

業の担当者の方をはじめ多くの方にご協力いただ

きました。心より御礼申し上げます。 
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図７ 現在の産業集積の構造 

著者作成

 

図８ 集積の多極化と域外市場への対応による 

産業振興策と産業の理想像 

著者作成

市民の「幸福度」について 

1 

 

 

 

 

 

 

１ はじめに 
 

国の「豊かさ」を示す指標には，国内総生産（Ｇ

ＤＰ）など，経済力や生産力の高さを示す指標を

用いることが一般的である。これは経済成長が金

銭的・物質的な「豊かさ」をもたらすとの考え方

に基づいたものである。そのため，これまでわが

国においても，交通網など社会資本の充実を図る

ことにより，国民の経済的，物質的な豊かさが追

求されてきた。 

しかし，少子・超高齢を伴う人口減少社会を迎

え，これまでの「開発型のまちづくり」のあり方

が見直され始めている。生活の質は，もはや経済

的側面を中心に置いて充足されてきた「豊かさ」

だけでは測ることはできず，環境や社会関係資本

といった人間関係や精神的側面を含めて考える必

要が高まっている。 

このような人間関係や精神的側面を含めた「豊

かさ」を政策へ反映させるため，既存の政策指標

を見直す動きも出てきている。近年，ブータンの

国民総幸福量（ＧＮＨ）に注目が集まっており，

国内においても人間関係や精神的側面の「豊かさ」

を含む「幸福度」の指標化が始まっている。すで

に，個人の主観的な満足度を示す「幸福度」の導

入に向け研究を始めた自治体や，「幸福度」の指標

化や施策目標の設定などの取組を始めた自治体が

ある。 

本稿は，市民の「幸福度」を本市施策に活用す

るための第一歩として，「幸福度」や「豊かさ」の

捉え方とその指標化について，各都市の取組状況

を整理し，先進都市の事例等について報告するも

のである。 

２ 全国他都市の取組状況 
 

平成26年12月に地方行財政調査会が実施した

『地方行財政調査資料都市版』「都市の幸福度や豊

かさの指標化の調べ（平成26年12月1日現在）」

（調査対象：政令指定都市・県庁所在都市・中核

市・東京都特別区）によると，「政策目標に『幸福

度』を採り入れているか」という質問に対し，21

市区（22.3％）が，「採り入れている」と回答し（表

１），そのうえで「政策目標に『幸福度』の指標化

を行っている」のは10市区（10.6％），「検討して

いる」のは８市区（8.5％），「採り入れていない」

のは60市区（63.8％）であった（表２）。 

「採り入れている」と回答した市区の中には，

「政策や施策の成果を量だけでなく質の面からも

評価することが重要である」と肯定的に捉えてい

る意見もあれば，「『幸福度』や『豊かさ』は個人

の主観によるところが大きく，根拠の明確化が困

難である」という意見もあった。 

一方で「採り入れていない」と回答した市区で

は，「個人の経済的状況など，市の施策・事業以外

の要因の影響を受ける」といったものや，「水準に

比例せず，他者との比較により影響を受けるとい

う相対的なものである」という意見がみられ，「幸

福度」を測ることの難しさが指摘されている。 

 

表1 幸福度を採用している自治体 

 
地方行財政調査会「都市の幸福度や豊かさの指標化調べ 

（平成26年12月1日現在）」から筆者作成 

 

表2 幸福度の指標化している自治体 

 
地方行財政調査会「都市の幸福度や豊かさの指標化調べ 

（平成26年12月1日現在）」から筆者作成 

入れている 予定している 検討している
入れていない

（検討もしていない）
その他 計

自治体数 21 0 6 60 7 94

⽐率 22.3% 0% 6.4% 63.8% 7.4% 100%

入れている 予定している 検討している
入れていない

（検討もしていない）
その他 計

自治体数 10 0 8 68 8 94

⽐率 10.6% 0% 8.5% 72.3% 8.5% 100%

〈１〉市民の「幸福度」について 
－その指標化に向けての課題－

政策審議室情勢分析グループ 主任主事 

木村 紘之 

66


